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はじめに
未婚化傾向の進展 と共に若年老の居住形態が注 目されている。若者がいつ,誰 と,どのような世帯
に居住 しているのかは,世帯形成についての規範やライフスタイル,そ して婚姻行動 と密接な繋が り
をもっている。また同時に,居住形態は未婚者の自立や家族形成に関する価値観,そ して既婚者の育
児資源を規定する要因 ともみなされており,今 日の未婚化や少子化 といった人口問題を考察する上で
重要な示唆を含んでいるといえよう。
本稿では,全 国サンプリングの標本調査や国勢調査をはじめとする既存の官庁統計をもとに,若 年
者の世帯変動について考察を行う。第1章 では,世 帯変動の動態的側面に着 目する。近年において
明らかとなってきた日本における離家行動について,性別,出 生コーホー ト別にその傾向と特色につ
いて記述する。第2章 においては,特 に近年において指摘されている若者の親 との同居期間の延長
に焦点を当て,そ の人口学的要因について論 じる。そして,第3章 では近年における晩婚化が,未
婚者の居住形態にどのような変化を生 じさせているのかについて明らかにしたい。若年者の世帯変動
を動態的および静態的側面から考察することが本稿の 目的である。なお,文 中であつかう若年者 とは
10代後半から30歳代前半までを指すこととする。
1.離 家傾向の推移
若者が親元を離れることを 「離家(1eaving-home)」という。 日本における離家行動はどのように
推移 してきたのであろうか。ここでは先行研究に基づ き,性別やコーホー トによって異なる離家の傾
向を明らかにする。国立社会保障 ・人口問題研究所が行った 『第4回 世帯動態調査』(1999)による
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と,日本においては男女 ともに離家の9割 が進学,就 職,結 婚 といったライフイベン トを理 由とし
て生起している。 しかし,離 家理由の内訳は性別によって大きく異なる。図1-a,bから明らかなよ
うに,男 性の離家は7割 が結婚前に生起 しているのに対 し,女性の離家は結婚によるものがおよそ
半数を占めている。 このような離家理由分布の性差によって,日本では男性の離家のほうが女性 より
も早い という傾向が指摘 されている。具体的には,出生コーホー ト別の平均離家年齢(国 立社会保
図1-a出 生コーホー ト別離家理由割合:男 性
1924年以前生まれ
1925-29年生まれ
1930-34年生まれ
1935-39年生まれ
1940-44年生まれ
1945-49年生まれ
1950-54年生まれ
1955-59年生まれ
1960-64年生まれ
1965-69年生まれ
園入学・進学等 ロ就職・転職・転勤等 臼結婚 ■親からの自立・独立 国その他・不詳 ロ未経験
図1-b出 生コーホー ト別離家理由割合:女 性
1924年以前生まれ
1925-29年生まれ
1930-34年生まれ
1935-39年生まれ
1940-44年生まれ
1945-49年生まれ
1950-54年生まれ
1955-59年生まれ
1960-64年生まれ
1965-69年生まれ
園入学・進学等 ロ就職・転職 ・転勤等 ロ結婚 ■親からの自立・独立 図その他・不詳 ロ未経験
出所:国 立社会保障 ・人口問題研究所,2001.『第4回 世帯動態調査 現代 日本の世帯変動』
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障 ・人口問題研究所,1996;2001a),そして離家の経験割合が50%に達する年齢(鈴 木,1997)の
いずれにおいても,男性のほうが女性よりも低い値を示している。また,日 本家族社会学会 ・全国家
族調査研究会が1999年に行った 「家族についての全国調査(NFRJ98)」を用いた安藤(2001)の研
究においても,男性のほうが離家年齢の中央値が低いことが示されている。センサス ・データを用い
た推計によると,欧米の先進諸国や中国,韓 国などの他の儒教文化圏の国々では,女性の離家のほう
が早い傾向にあるため(Zeng,et,al.,1994),日本の離家傾向はこれ らの国々とは異なることが指摘
されている(鈴木,1997)。
なぜ日本では結婚前の離家行動に顕著な男女差がみ られるのであろうか。離家のきっかけについて
みてみると,女性は男性に比べて進学による離家や就職 ・転勤による離家が少ない。これはひとつに
は女性の大学進学率(短 大を含まない)が男性よりも低いこと,一般に女性が就職のために離家する
ことや転勤を伴うような職に就 く機会が男性より少ないことなど,社会における機会構造の性差を反
映している。また,女 性については結婚によって初めて親の家を離れるという伝統的な離家パターン
が根強いことから,結婚前の親同居が規範的な居住形態 となっているものと思われる。結婚前の離家
行動に欧米 とは異なる男女差がみ られるのは,社会化の過程や性別役割期待のような文化的要因が欧
米 とは異なるためであると指摘されている(鈴木,1997)。
次に,出 生コーホー ト別の離家経験割合 に着 目する。男女 ともに1930年代前半 までに出生 した
コーホー トでは,離家の未経験率が高い傾向がある(図1-a,b参照)。日本では結婚後も1子 は親 と
同居する直系家族制度が伝統的であることから(伊藤,1990;Suzuki,2001;黒須,2001),男性の
特に長男において離家をしない者の割合が多 くみられたものと推測できる。明治初期の多摩地域の戸
i籍データを解析 した黒須(2001)によると,女性でも弟のいない長女や一人っ子の場合には,離 家
をせずに家に残る確率が高かった。女性の場合でも,そのような伝統的なパターンが戦前に出生した
コーホー トにはみられたのかも知れない(1)。また,1930年代コーホー トでは両親が死亡したことに
よって離家が生起しなかった割合が高いことが知 られている(安 藤,2001)。これは戦争による影響
であり世帯形成が親の家を出るという形で行われていないことを意味している。
戦後に離家を経験する1935年から1964年までの出生コーホー トにおいては,女 性の90%以上が離
家を経験するのに対 し,男性の離家経験率はそれを常に10%ほど下回る水準で推移 している(図1-
a,b参照)。最終的な離家の経験割合は女性のほうが高い といえる。女性の離家経験割合が高いの
は,主 要な離家理由が結婚であ り,近年まで95%近くの女性が一度は結婚を経験 していたためであ
る②。それに対 し,男性の場合は,離 家をせずに結婚や出生を経験する割合が女性よりも高い(国 立
社会保障 ・人口問題研究所,2001a)。しかし,少子化により男性の長男比率が高まっているにも関
わらず,近年のコーホー トほど男性の離家経験率は高まっている。ここでは離家後の再同居まで観察
することはできないため,こ れが核家族化への移行を意味しているのかは定かではない。しかし,近
年では長男であっても1度は親の家を出ることが一般的にな りつつあるようである。
最後に,離家のタイミングについて考察する。戦前に離家を経験する1920年代以前のコーホー ト
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では,比 較的離家のタイミングが早い。これは きょうだい数が多かったことに加え,「徴兵」,「徴
用」,「疎開」といった離家要因が存在したためである(国立社会保障 ・人口問題研究所,1996)。逆
に,戦 後に離家を経験する1930年代の出生コーホー トでは,こ れ らの離家要因が存在 しな くなった
ため離家が遅れ,経験率 も低い水準に留まった と考えられる。
戦後の離家のタイミングは高度経済成長期を境に遅 くなる傾向があることが指摘されている(国立
社会保障 ・人口問題研究所,2001a)。出生コーホー ト別にみると,1940年代出生コーホー トを底 と
して,そ の後のコーホー トでは離家が遅れる傾向がみられる(図2参 照)。1940年代 コーホー トの就
職期は,高 度経済成長期に当たる。そのため,図1-a,bをみると就職による離家の割合が男女 とも
に高い値を示している。また,戦後の大学教育の一般化に伴い,こ のコーホー トより進学による離家
の割合 も大幅に増加している。この2つ の理由により,1940年代コーホー トでは離家が早 かったも
の と考 えられる。 しかし,1970年代半ばから進学率の上昇が停滞すると,進学による離家の割合も
頭打ち となる。そのため1950年代後半以降の出生コーホー トでは,む しろ高学歴化 と晩婚化により
離家が遅れる傾向にある(国立社会保障 ・人口問題研究所,1996)。
1950年代後半のコーホー トより進行 していた離家の遅れは,1960年代出生コーホー トにおいて顕
在化することとなった。その要因としては,結 婚前の離家の遅れ と晩婚化の2つ が挙げられる。離
家の遅れに,最 も直接的な影響を与 えて きたのは晩婚化である。現代においても男性の2割 弱,女
性の4割 強が結婚によって離家をする(図1-a,b参照)。そのため,晩 婚化は特に女性の離家を遅ら
図2性,出 生コーホート別平均離家年齢の推移
出所:国 立社会保障 ・人口問題研究所,2001.
『第4回 世帯動態調査 現代 日本の世帯変動』p.32,図V-2より引用。
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せる決定的な要因といえよう。 しかし,近年における離家研究では,結 婚による離家の遅れのみなら
ず,結 婚前の離家にも遅れが生 じていることが指摘されている(鈴木,1997;suzuki,2001)。離家
の遅れには,結婚 しない子が親の家に留まることが可能な数々の人口学的要因が介在 していると考え
られる。 これについて,次 第において述べる。
2.離 家の遅れに関する人ロ学的考察
近年における離家の遅れもしくは親同居の若者の増加については,未婚者の世帯形成規範やライフ
スタイルに論拠を求める社会学的な説明(宮 本,2000;宮本他,1996;山田,1999)や雇用環境の
変化や若年者の経済的地位 といった経済学的な説明(玄 田,2002;宮本,2002)がなされてきた。
ここでは若年者の世帯形成を妨げる人口学的な要因について述べる。
離家の遅れに寄与 した人 口学的要因 としては,少 子化によるきょうだい数の減少,都 市部における
人口集中と地方残留志向の強ま り,親世代の長寿化 と低い離婚率などを挙げる事ができる。 これらの
諸要因が離家に与えた影響について考察してみることにする。
第1の 要因 として,少 子化 によるき ょうだい数 の減少を挙げ ることができる(鈴 木,1997;
suzuki,2001;山田,1999)。少子化を表す出生率の指標 として最 もよく用いられる合計特殊出生率
(totalfertilityrate)は,1940年に4.12,1950年に3.65,1960年に2.00と低下傾向を示 してお り,1
人の女性が再生産年齢を通 じて生む平均出生児数の減少を裏付けている。コーホー ト別の平均 きょう
だい数の推移を表1に 表 した(3)。表1を よると,1940年代前半の出生コーホー トでは1人 の母親か
ら平均 して4.18人の子 どもが生まれていた。15歳までの生存率を加味すると,その うちの8割 にあ
たる3.42人のきょうだいが15歳まで生存 していた。しかし,その後女性の平均出生児数はほぼ一貫 し
て減少 し,1960年代後半のコーホー トでは2.22人にまで減少 している。15歳時までの生存率は近年
のコーホー トほど高 くなっているが,そ れを考慮しても1940年代出生コーホー トの平均 きょうだい
数の方が多 くなっているω。これらのデータより,戦後の出生変動が多産少死から少産少死へと変化
表1出 生コーホー ト別平均きょうだい数
出生 コ ー ホ ー ト 母 親 の コ ー ホ ー ト 調査年 出生時の平均きょうだい数
15歳までの
生存率(%)
15歳時の平均
きょうだい数
1941-45年 1911-15年 1960 4.18 82 3.42
1946-50年 1916-20年 1970 3.26 83 2.71
1951-55年 1921-25年 1970 2.76 90 2.49
1956-60年 1928-32年 1977 2.33 94 2.19
1961-65年 1933-37年 1982 2.21 96 2.12
1966-70年 1938-42年 1987 2.22 98 2.18
出所:調 査年が1970年以前のものについては総務省統計局 『国勢調査報告』,1977年以降については国立社会
保障 ・人口問題研究所 『出産力調査』および 『出生動向基本調査』による。生存率については,内 閣統
計局及び厚生労働省統計情報部 『完全生命表』による。
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してきたことが伺える。
世帯における子 ども数の減少は居住環境の向上を もた らした。総務省統計局の 『国勢調査報告』に
よる と,普通世帯の平均世帯人員は1955年の4.97人から2000年には2.71人にまで低下 している。 こ
れに伴い,1998年の1人 当た り居住室の畳数は1968年の約2倍 とな っている(総 務庁統計局,
2000)。国立社会保障 ・人口問題研究所が2000年に行った 『世帯内単身者 に関する実態調査』におい
ても,18歳以上の成人子が親 と同居 している世帯では持ち家率が約8割 を超 え,成 人子が 自分専用
の部屋を持つ割合 も86.3%と親 同居の若者の居住環 境が恵まれた ものであることが報告されている
(国立社会保障 ・人口問題研究所,2001b)。
きょうだい数の減少に加 え,1960年代出生コーホー ト以降では大都市圏出身者の割合が高いこと
が結婚前の離家を遅 らせる原因となっている(鈴木,1997;国立社会保障 ・人 口問題研究所,1998;
山田,1999;suzuki,2001)。東京,大 阪,名 古屋 の3大都市圏に居住する者は,近 年になるほど増
加 している(表2参 照)。また,中 川(2001)に掲載の図(中 川,2001,p.35,図5)によると,0
歳から5歳 までの年齢別人口における大都市圏居住の割合は,1940年代か ら50年代出生コーホー ト
においては35%から40%弱であるのに対し,1960年以降の出生 コーホー トでは40%代後半か ら50%
強に達 している(5)。そのため,離 家を経験する前の年齢であ る10歳か ら14歳の年齢別人口に占める
大都市圏居住者の割合は,1960年代前半のコーホー トではお よそ10%,60年代の後半のコーホー ト
においては15%近くもそれ以前のコーホー トよりも高い。1950年代後半 から60年代にかけては高度
経済成長期にあたる。そのため,地 方出身の1940年代および1950年代前半 に出生した若者が都市部
へと大量に流入 した(山 田,1999;安藤,2001;江崎,2002a)。その世代が都市郊外に定住 したた
め(谷,2002),子世代である60年代コーホー トで は離家の リスク時に大都市圏に居住する者の割合
が他のコーホー トよりも高 くなっている。大都市に居住する者は,進 学や就職のために離家をする必
要が地方に住む者 よりも少ない。 このことは結婚前 の離家が生起 しに くい主要な要因 とみられている
(鈴木,1997;suzuki,2001)。
さらに,1950年代後半の出生 コーホー トより地 方圏 出身 男性のなかで進学 も就職 も出身地で行
表2東 京,大 阪,名 古 屋 の50キ ロ圏 の 人 口 割 合 注):1960-1995年
(%)
1960年 1970年 1980年 1990年 1995年
東 京
大 阪
名 古 屋
16.7
10.9
5.7
21.0
13.0
6.5
22.5
13.2
6.7
23.6
13.1
6.8
23.8
13.0
6.9
3都市計 33.4 40.5 42.4 43.5 43.7
注:東 京都庁,大 阪市役所 名古屋市役所を中心 とした半径50キロメー ト
ルの円内にある地域の人口が全人口に占める割合を示している。
出所:総 務省統計局r国 勢調査報告』
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い,出身地に残留する者の割合が増えている(山 口,2002)。また,進学などの理由で一度は大都市
圏に出た者が,出 身地で就職をするUタ ーン就職 も増加 している(江崎,2002b;山口,2002)。
1980年代以降では高等教育機関の立地が分散したことにより,自宅から通 う学生が増え,入 学 ・進
学による移動率が低下 している(清水,2001)。その結果,高 卒者のみならず大卒者においても,進
学や就職が出身地で完結するケースが増えている(山 口,2002)。こうした傾向は,都 市居住者 より
も離家が促進されていた地方圏居住者の間においても離家の遅れを生 じさせ,親 と同居する若者の割
合を高めているもの と思われる。
親世代の平均寿命の伸び と低い離婚率に起因する安定 した定位家族(familyoforientation)の存在
も60年代コーホー トにおける離家の遅れを促す要因となっている(山 田,1999;suzuki,2001)。平
均余命をもとに算出した生存率をみると,1960年代出生コーホー トの親世代(1950年から1952年に
15歳)は,男性の61.2%,女性の69.2%が65歳まで生存していると推定されている(表3参 照)。こ
れはそれ以前の世代よりも男女 ともに10%以上も高い値である。
親世代の長寿化に加え,親 子の年齢差も重要な要因となっている(岩澤,2002)。1955年における
第1子 出生時の平均出生年齢は25.1歳である。その後,第1子 の平均出生年齢は1975年までは25歳
台でほぼ横ばいに推移 していた。 しかし,1980年に26.1歳に達するとそれ以降一貫 して上昇 してお
り,2000年では第1子 出生時の平均出生年齢は28歳,第2子出生時には30歳を超えている。 したが
って離家の遅れが顕在化し始めた1955年から75年に出生 したコーホー トでは,そ れ以降のコーホー
トよりも親子の年齢差が小さかったといえる。これらことは,現在離家の遅れが指摘されているコー
ホー トでは,そ れ以前のコーホー トよりも子が成人 しても親が生存 している確率が高 く,しかも親の
年齢が後に続 くコーホー トよりも若かったことを意味 している。
次に,25歳から29歳の有配偶者における離婚率を比較すると,1960年における夫の離婚率は5.39
%(6)であ り,2000年の夫の離婚率である23.99%6の約4分 の1で ある(図3-a参照)。妻においても
1960年における離婚率は3.59%であ り,現在(2000年時点で22.38%)の約6分 の1と いう低い水準
を示 している(図3-b参照)。また,19歳以下の離婚率を除 く,ほとんどの年齢階級において1960年
の有配偶離婚率は,そ れ以前の年次 よりも低い水準であったことも明らかである(図3-a,b参照)。
家庭において両親が存在することは,子 が親から情緒面,経 済面における安定 したサポー トを受け
るための必要条件 となる。そのため親の離死別により,そ うしたサポー トを受けることができない子
表3性 別15歳から65歳までの生存率の推移
(%)
1926-30年 1935-36年 1947年 1950-52年 1955年
男
女
44.67
51.74
45.79
54.36
48.06
58.53
61.22
69.20
66.36
75.13
出所:内閣統計局及び厚生労働省統計情報部 『完全生命表』
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図3-a性,年 齢(5歳 階級)別 有配偶者に対する離婚率:夫
+総 数1)
+19歳 以下2)
→ ←20～24
十25～29
十30～34
図3-b性,年 齢(5歳 階級)別 有配偶者に対する離婚率:妻
?
?
?
+総 数1)
+19歳 以下2)
十20～24
-●-25～29
十30～34
1)年 齢不詳を含む。15歳以上有配偶人口に対する率。
2)15～19歳有配偶人口に対する率。
出所:厚 生労働省統計情報部 『人口動態統計』
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は結婚前における離家が促進される傾向がある(Suzuki,2001)。特に,離婚が多いアメリカでは,
親の再婚によって養父母が家庭内にいる場合には,若年齢における離家が強 く促進されることが知 ら
れている(Goldscheider&Goldscheider,1998)。家庭内における人間関係の軋礫 により,子の離家
が早まるためである。平均寿命の上昇や相対 して低い出産年齢,低 調な離婚率によって,1960年代
出生 コーホー トでは成人 しても親が若 く,両親 とも家庭内に存在 している可能性が高い。 このこと
は,若 者が家に留まることが可能な状況を作 り出している。
1950年代後半以降の出生コーホー トにおける離家の遅れは,出 生率の急激な低下,高 度経済成長
期における都市部への人口流入 とその後の地方回帰傾向の強まり,そ して親世代における平均寿命の
伸び と低調だった離婚率 といった人口学的要因を背景に生 じてきたことを明らかにしてきた。人口学
的要因は,若者が 「誰 と」同居することが可能であるのかを決定する要因であり,若年者の居住形態
を構造的に規定している(Goldscheider&Goldscheider,1989)。
3.晩 婚化と若年者の居住形態の変化
10代後半から20代の若年者の居住形態は3つ に分類することができる。3つの居住形態 とは,(1)定
位家族(familyoforientation)との居住,す なわち親 との同居。(2)生殖家族(familyofprocreation)
との居住,す なわちパー トナーや配偶者,子 どもとの同居。(3)その他の独立世帯での居住,す なわち
賃貸住宅や借家にて1人 もしくは家族以外の複数人 と同居,も しくは学生寮や軍の営舎などの施設
での居住である(Goldscheider,1997)。若者の居住形態は,婚 姻行動や世帯形成パターンを反映し
て決定されている。晩婚化により若年者の夫婦所帯が減少 している今 日では,と りわけ未婚者の親同
居割合の増加が強調されている(山 田,1999)。ここでは国勢調査のデータを用いて,5歳階級別お
よび年次別 に若者の3つ の居住形態がどのように推移 してきたのかを考察する。 まず,未 婚率の推
移をみることにより,今 日における未婚化の現状について把握する。
図4-a,bに示されるように,1970年以降の 日本では20歳代,30歳代の未婚者の割合が急激に増加
している。男性の未婚化傾向は,1980年に30歳代前半に達する1940年代後半の出生コーホー トより
顕在化している。また,20歳代後半から30歳代以降における未婚率が急激に上昇 しているという特
徴がみられ,2000年の未婚率は,25歳か ら29歳で69.3%,30歳から34歳で42.9%と同年齢の女性 よ
りも15%近く高 くなっている(図4-a参照)。女性の未婚化傾向は,男 性よ りも遅 く現れてお り,
1980年に20歳代前半となる1950年代後半の出生 コーホー トより顕在化している。2000年の未婚率を
1970年と比較すると,20歳から24歳では1.2倍(87.9%),25歳から29歳では3倍(54.0%),30歳か
ら34歳においては3.7倍(26.6%)にも上昇 している(図4-b参照)。
未婚化傾 向の進展に伴い,若者の居住形態はどのように変化 しているのであろうか。総務省統計局
の行 った国勢調査をもとに,1980年から2000年における若年者の居住形態を性,5歳 階級別に分類
した。未婚者の居住形態を分類する上で欠かせない 「親 と同居の未婚者」数は,国勢調査から直接得
ることが出来ない。そのため各年次において性,5歳階級別に未婚者の居住形態を分類するには,世
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図4-a性,年 齢(5歳 階級)別未婚率の推移:男 性
10099
8090」
一
→ ←15～19歳
→ ←30～34歳
一■ト20～24歳
一◆-35～39歳
42.9
25.7
図4-b性,年 齢(5歳 階級)別 未婚率の推移:女 性
100
80
割
60
40
20
7
→ ←15～19歳
→ ←30～34歳
一■-20～24歳
一◆-35～39歳
26.6
13.8
注)割 合の分母になる年齢別人口には配偶関係不詳を含む。
出所:総 務省統計局 『国勢調査報告』
帯の家族類型や世帯主 との続き柄な どからその数を類推しなければな らない。山本(1999)は1975
年から1995年までの国勢調査を用いて,世 帯の家族類型 をもとに未婚者の親同居割合 を類推し,世
帯主 との続 き柄によって分類 した場合や 『就業構造基本調査』 との比較を通してその精度を検討 して
いる。それ らの結果か ら妥当性があると判断し,こ こでは山本(1999)の類推による 「親 と同居の
未婚の子供」数を用いることとする。居住形態の分類法の詳細について以下に述べる。
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国勢調査では,世 帯は一般世帯 と施設等の世帯に分類される。国勢調査の 「用語の解説」(総理府
統計局編,2001)によれば,一 般世帯とは(1)住居と生計を共に している人々の集ま り又は一戸を構
えて住んでいる単身者(住 み込みの雇い人を含む),(2)(1)の世帯 と住居を共にし,別に生計を維持 し
ている間借 りの単身者又は下宿屋などに下宿している単身者,(3)会社 ・団体 ・商店 ・官公庁などの寄
宿舎,独身寮などに居住 している単身者,の いずれかに含まれる世帯をいう。一方,施設等の世帯は,
(1)寮・寄宿舎の学生 ・生徒,(2)病院 ・療養所の入院者,(3)社会施設(老 人ホーム,児 童保護施設な
ど)の入所者,(4)自衛隊営舎内(ま たは艦船内)居住者,(5)矯正施設(刑 務所,拘 置所,少 年院及び
婦人補導院)の 入所者,(6)その他(定 まった住居を持たない単身者や陸上に生活の本拠(住 所)を 有
しない船舶乗組員)か ら成 る。 さらに,一般世帯は世帯員の世帯主との続 き柄によって,「二人以上
の世帯員から成る世帯の うち,世帯主と親族関係にある世帯員のいる世帯」である親族世帯 と 「二人
以上の世帯員から成る世帯のうち,世帯主 と親族関係にある者がいない世帯」である非親族世帯,そ
して 「世帯人員が一人の世帯」である単独世帯の3つ に分類される。親族世帯は,「その親族の中で
原則 として最 も若い世代の夫婦 とその他の親族世帯員 との関係」によってさらに細か く分類されてい
る(7)(総理府統計局編,2001)。ここでは,ま ず若者の配偶関係を未婚もしくは有配偶(離 別 ・死別
を含む)に 分類 し,次 に未婚者の居住形態を表4に 示 した とおりに分類 した。その結果,若 年者の
居住形態は 「既婚」,「未婚親同居」,「未婚単独世帯」,そして 「未婚その他」の4つ のカテゴリーに
分類することができた。本章では各カテゴリーに分類 される若者の割合が,年 齢や年次によっていか
に変化 しているのかを考察する。
表4に 従い,国 勢調査のデータを加工 した結果が図5-a,bである。図5-a,bによると未婚率の上
昇を反映 して,性 別や年齢に関わ らず近年になるほど 「既婚」の割合が減少 している。図5-aは若
年男性の居住形態の変化を示 している。男性の晩婚化傾向は女性 よりも早 く,すでに1980年から90
年の間に30代前半の 「既婚」の割合が10%以上低下している(図5-a参照)。30代前半の 「既婚」割
合の低下はその後 も進行し,2000年には20年前 と比べて20%も低下 している。一方,女 性の既婚割
合は,1980年から1990年の間には20歳前半および後半 において大 きく低下 しているが(そ れぞれ
一8.2%,-16.6%の低下),30代前半の婚姻割合にはそれほど大 きな変化はみられない(-4.8%)
(図5-b参照)。しかし,1990年から2000年にかけては20代後半および30代前半において,と もに13
%近 く既婚割合が低下 している。 このことから女性の晩婚化は,1980年から90年にかけては20歳代
において進行 し,1990年から2000年にかけては30歳代にまで拡大していることが明らかである。10
代で結婚する者は,性 別,年 次に関わらず5歳 階級別人口の1%に満たない。
では,結 婚 しない若者たちはどのような居住形態を選択しているのだろうか。1990年以降,未 婚
女性の親同居割合は,あ らゆる年齢において上昇している。図5-bによると20歳代女子の未婚化が
本格的に進行 した1990年の時点では,20歳代未婚女子の親同居割合が大 きく上昇 している。さらに
未婚化が進行 した2000年の時点では,20歳代後半および30歳代前半における親同居割合の上昇が大
きい。 しかし,同時に2000年では20歳以上で単独世帯を営む女子の割合が増加 している。その増加
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表4国 勢調査による未婚者の居住形態分類
居 住 形 態
未 婚 の 世 帯 人 員
親同居 単独世帯 その他
1、一 般 世 帯
A.親族世帯
(1)夫婦のみ ○
(2)夫婦 と子供 ○
(3)男親 と子供 ○
幕(・)女 親 と子供
の(5)夫 婦 と両親
○
○
家(6)夫 婦 とひとり親
族
類(7)夫 婦,子 供と両親 ○
○
型(8)夫 婦,子 供とひとり親 ○
(
16(9)夫 婦 と他の親族(親 子供を含まない) ○
募0Φ 規 子供と他の搬(親 を含まな・・))01)夫 婦,親 と他の親族(子 供を含まない)
○
○
(②夫婦,子 供,親 と他の親族 ○
⑬兄弟姉妹のみ ○
⑭他に分類されない親族世帯 ○
B.⑮非親族世帯 ○
C.㈹1人 の一般世帯 ○
皿.施設等の世帯* ○
*寮 ・寄宿舎の学生 ・生徒ならびに自衛隊営舎内(ま たは艦船内)居住者のみを対象 とする。
出所:総 理府統計局編,1981.『昭和55年国勢調査報告第2巻 その1』。
総理府統計局編,1982.『昭和55年国勢調査報告第4巻 その1第2部 』。
総理府統計局編,1991.r平成2年 国勢調査報告第2巻 その1』。
総理府統計局編,2001.『平成12年国勢調査報告第2巻 その1』。
幅は,1980年と比べてわずかに5%程度でしかないが,晩 婚化の進行に伴い,親 とは別の世帯を形成
する女子の割合が増えているということができよう。
晩婚化により1990年以降では男性にも親元に留まる傾 向が増している(図5-a参照)。主に20歳代
後半以降で親同居割合が増加しているが,そ の傾向は女子ほど顕著ではない。また単独世帯を営む者
の割合は,20歳代前半で3割 弱,20歳代後半で2割 前後 と各年次で一定 している。 しかし,晩 婚化
の傾向が30歳代にまで進行するに伴い,30歳以降の単独世帯の割合が増加する傾向がみられる。
男女 ともに晩婚化が進み,女性の単独世帯の割合が増加 した結果,男 女の居住形態にはかつてほど
大きな違いはみられな くなっている。また,日 本では離家をした未婚者は,ほ とんどが単独世帯に居
住す ることが明 らかである。単独世帯 とは1人 暮 らしであ り,1戸 を構えて住んでいる単身者の他
に,間借 りや下宿,会 社の独身寮などに居住する単身者が含まれ る。一方,「未婚その他」の居住形
態に分類 される者は,男 女ともに20歳代の前半までに比較的多 くみ られるが,そ の割合は年次に関
わらず6%程度に留まっている。「未婚その他」に分類されるのは,施 設等の世帯人員や同棲などが
一12一
。????『??????』、?㍍????…??
?????
??????????
????
???????????????????
?????
??????????
???
???
?????
??????????
??。 。?
一
1
3
一
 
??‥???????????????????????
。????『??????』??㍍????‥??
?????
??????????
????
???????????????????
?????
??ー???????
???
???
??‥????????「??????????????
?????
??????????
??。。?
一
1
4
一
含 まれ る非親 族世帯人員 さ らに住 み込 みの雇 い人な どであ る。 ア メリカや北欧を中心 とす る北 ヨー ロ
ッパ 諸 国 で は非 親族世帯 にあた る非家族 同居(non-familyliving)や施設等 での居住が若年者 の居住
形態 と して 一般 的 であ り,多 様 な居住 形態 が選択 されて い る(Kiernan,1986;Bianchi&Casper,
2000;Lesthaeghe&Moors,2000)。1983年か ら94年までのア メ リカ を例 に とる と,20歳代の男性の
約3割,同 女性 の2割 が 「未婚 その他」 の居 住形態 を選択 してい る(Goldscheider,1997)。これ に
比べ る と,日 本 における若年者の世帯形成パ ターンは単一 的であ るといえ よう。
単 独世 帯割 合 の増加 は,晩 婚化 による既婚者割合 の減少を反 映 している。既婚者割合の減少は,未
図6-a性,年 齢(5歳 階級)別 未婚者の親同居割合:男 性
59.8
58」
1990
年次
図6-b性,年 齢(5歳 階級)別 未婚者の親同居割合:女 性
+20～24+25～29+30～34
(%)
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一
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出所:総 務省統計局,『国勢調査報告』より作成。
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婚者の親同居,単 身世帯,も しくはその他の居 住形態の増加によって代替 される。そのため単独世帯
が増加 していても,それ以上に親同居が増加していれば未婚者の親同居傾向は強まっていることにな
る。20歳以上の未婚者に占める親同居者の割合 を算 出することでこの ことを確認 してみた。図6-a,
bによると,20歳代の男性および30歳代前半の女性 においては,こ こ20年の間に未婚者の親同居が
進んでいることが明らかである。男性の単独世帯の割合は年次に よる変化が小さいように思われた
が,実 際には未婚者の親同居傾向が強まってい ることが明 らかである。また,2000年には男女 とも
に30歳代前半の単独世帯割合が増加している。 この年齢 における未婚男性の親同居割合は1980年を
下回る水準であるが,未 婚女性の親同居割合は むしろ高 まっている。 しか し,20歳代の女性におい
ては,2000年に入 り未婚者の親同居割合が1980年の水準まで低下 している。2000年における20歳代
女子の単独世帯の増加は,未 婚者の親 同居傾向の弱 ま りを表すものである といえる。
おわ りに
本稿では日本における若年者の世帯変動 を動 態的 および静態的側面から考察した。世帯変動の動態
的側面に関する考察については,若年者の最初 の離家に関する傾向と特徴を論 じた。 日本では男女 と
もに離家理由の9割 が進学,就 職,結 婚のいず れかに占め られてお り,その傾向は1960年代に出生
したコーホー トに至るまで変化していない。しかし,若 者が親元を離れる理由は性別によって大 きく
異な り,そのタイミングは近年の出生 コーホー トになるほ ど遅 くなる傾向がある。男性は結婚前の離
家が全離家の7割 を占めるのに対し,女性 は結 婚による離家がおよそ半数を占めている(国立社会保
障 ・人口問題研究所,2001a)。このような極端 な離家理 由分布の性差によって,日 本では男性の離
家のほうが女性よりも早い という特異な傾 向がみ られる(鈴 木,1997)。
出生コーホー トにおける離家の遅れは,男 性では1950年代後半,女 性では1960年代の出生コー
ホー トより顕在化している。晩婚化によって結 婚による離家が遅 くなっていることに加え,結婚前の
離家が遅れているもしくは生起 しなくなってい ることが原因である(鈴 木,1997;suzuki,2001)。
晩婚化は若年者の居住形態に最も直接的な影響 を与 える要因であるが,き ょうだい数の減少,地 方圏
出身人口の減少と地方残留志向の強ま り,親世 代の長寿化 と低い離婚率に起因する安定した定位家族
の存在 といった人口学的な要因も離家の遅 れを規定 する要因となっている。
また,未婚率の上昇は日本に特有の傾向ではない。多 くの西欧先進諸国において未婚率の上昇が報
告 されている(VandeKaa,1987)。欧米では未婚化傾向の進展に伴い,家 族以外の世帯員 と形成さ
れる独立 もし くは集合世帯である非家族同居 の増 加が指摘されている(Kieman,1986;Bianchi&
Casper,2000;Lesthaeghe&Moors,2000)。非家族同居 は,同 棲やルームメイトとの間借 り(シ ェ
ア)の 他,学 生寮(domitory)や軍隊の宿舎(barrack)での居住などの多様な形態をとる。欧米の
若者は結婚を遅 らせる代わ りに,そ れらの多様 な居住形態を選択しているのである。
しかし,1980年から2000年までの国勢調査 を用いて未婚者の居住形態を分類した結果,日 本では
離家 した若者のほとんどが夫婦世帯もしくは単 独世帯を形成 していることが明らかとなった。 日本で
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は家族以外 との同居を選択する若年者が,1980年か らの20年間を通 じてわずかに6%程度に留まっ
ている。その結果,先行研究の指摘する通 り,晩婚化の進行により親 と同居する若者の割合が増加 し
ている。未婚者に占める親 同居の割合をみると,特 に20歳代の男子および30歳代前半の女子におい
て親同居の傾向が強まっている。 しかしながら,30歳代前半の男子および20歳代の女子 において
は,単 独世帯に居住する若年者の割合が増加傾向にあ り,未婚者の親同居割合 も低下する傾向にあ
る。これらの層では結婚を伴わない世帯形成が増加していることが示唆される。
家計における規模の経済を考慮すると,1人暮らしは最もコス トがかかる。そのため,日 本では未
婚者の離家にかかる経済的 コス トが非常に高いといえる。一方,欧 米では10代か ら20代前半の若年
者 において非家族 同居 が一般 的であ る(Garasky,et.aL,2001)。欧米の未婚者 は家族以外の複数の成
員との同居を通 して離家を達成し,自立にかかる経済的コス トを低減しているといえよう。今 日の 日
本における離家の遅れは,若者の選択 しうる居住形態が限られているため,離 家のコス トが高いこと
が1つ の要因といえるのではないだろうか。 日本における世帯形成のパ ターンがなぜ画一的である
のか,ま た今後 も画一的であ り続けるのかについては,未 婚化傾向の進展 とともに若年者の経済状
態,世 帯形成に関する規範,そ して住宅供給の側面から考察してい く必要がある。
注
(1)前出のNFRJ98調査によると,1920年代コーホー トの男性の離家はタイミングが最も早 く,また離家経験率
も最も高いという特徴がみられている。第4回 世帯動態調査は,世 帯主が世帯人員の離家経験について回答し
ているため,離 家についての情報は必ず しも本人によるものではない。そのため,男 女 ともに1944年以前の
出生コーホー トでは,離 家の有無について10%から30%の「不詳」ケースが生 じており,高齢のコーホー ト
ほど不詳の割合が大きくなる傾向がある。一方,NFRJ98においては,高 齢者でも本人が回答 している。 この
ような回答方法の相違が,2つ の調査に異なる結果をもたらしているものと思われる。その他の離家パターン
については,両 調査ともほぼ一致した傾向がみられる。
(2)50歳時の未婚率である生涯未婚率(Singulatemeanageatfirstmarriage:SMAM)は,1985年の時点で,男 子
が3.89%,女子が4.32%である。1980年代以前に50代に達 した世代は,男 女ともに95%以上が結婚を経験する
皆婚世代であったといえる。90年代以降,男 女 とも生涯未婚率は上昇に転 じ,2000年時点で男子12.57%,女
子5.82%となっている(国立社会保障 ・人口問題研究所,2002)。
(3)人口学では,女 性の出産可能な年齢を15歳から49歳までと仮定 している。これを再生産年齢 という。表1で
は,母 親のコーホー トが再生産年齢を終了した時点(調 査年に45歳から49歳)での平均出生児数を求め,そ
れを各出生コーホー トの平均きょうだい数 として当てはめている。
(4)1940年代の出生児数が多いのは,第1次 ベビーブーム(1947-49年)による影響 も大 きい。
⑤ ここでいう大都市圏とは,埼 玉県,千 葉県,東 京都,神 奈川県,岐阜県,愛知県,三 重県,滋 賀県,京 都府,
大阪府,兵 庫県,奈 良県,和 歌山県の13都府県である(中 川,2001)。
(6)%(パー ミル)と は,千 分率であ り,1パーセン トは10パー ミルにあたる。
(7)未婚の世帯人員にも関わらず,(1)夫婦のみから成る世帯や(5)夫婦 と両親(6)夫婦とひとり親から成る世帯に居住
している未婚者が存在するのは,一 般世帯が住み込みの雇い人を含むためである(山本,1999)。世帯の家族
類型は 「親族の中で原則 として最も若い世代の夫婦 とその他の親族世帯員 との関係」によって分類されるため,
「夫婦のみから成る世帯」には夫婦のみの世帯と夫婦と住み込みの雇い人から成る世帯が含まれることになる。
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